
（リフォーム等）工事請負契約書

株式会社KACHIAL（以下「注文者」という。）と●●●●株式会社（以下「請負人」という。）は、以下のとおり工事請負契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第 1 条 （目的）
1. 注文者は、請負人に対し、次の各号に掲げる工事の施工（以下「本件工事」という。）を委託し、請負人はこれを受託する。
(1) 別紙仕様書記載の工事
(2) 前各号に附帯関連する工事
2. 請負人は、本契約に基づいて、本件工事を完成させ、本契約の目的物を注文者に引き渡すものとし、注文者は、その請負代金の支払いを完了するものとする。

第 2 条 （仕様等）
1. 本件工事の仕様は、仕様書、設計図書その他の書面にて定めるものとし、請負人は、当該書面及び注文者の指示に基づいて本件工事を施工する。
2. 請負人は、本契約を締結した後、速やかに工事工程表を注文者に提出し、注文者の承認を受けるものとする。

第 3 条 （工事代金）
[bookmark: _Hlk44431332]注文者から請負人に対する本件工事の対価（以下「工事代金」という。）は、別紙仕様書の定めのとおりとする。

第 4 条 （工事材料等）
請負人が本件工事を遂行するために要する工事用材料及び費用は、別途合意したものを除き全て請負人の負担とする。

第 5 条 （資料の提供・管理等）
1. 注文者は、請負人に対し、本件工事の遂行に必要な資料等の開示、貸与等の提供を行う。
2. 請負人は、注文者から提供された資料等を善良な管理者の注意をもって管理し、本件工事以外の用途に使用してはならない。
3. 請負人は、注文者の事前の書面による承諾なく、注文者から提供された資料等を複製又は改変してはならない。
4. 請負人は、注文者から提供を受けた資料等が本件工事遂行上不要となったとき又は本契約が終了したときには、注文者の指示に従い、注文者から提供された資料等及びその複製物を注文者に返還又は注文者の指示に従った処置を行うものとする。

第 6 条 （着工通知）
請負人は、注文者に対して、本件工事着手前に甲に着工届を提出しなければならないものとする。

第 7 条 （条件変更等）
1. 本件工事施工にあたり、通常の事前調査では予測不可能な状況により、設計図書等、事前の打ち合わせに基づく施工が不可能、 もしくは不適切な場合は、注文者と請負者が協議して、実情に適するように内容を変更する。 
2. 前項において、工期、請負代金を変更する必要がある場合は、注文者と請負者協議してこれを決める。

第 8 条 （工事の変更及び中止等）
1. 注文者は、必要があると認めるときは、書面をもって請負人に通知し、工事内容を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中止させることができる。この場合において、必要があると認められるときは、注文者と請負人とが協議して、工期又は請負代金額を変更する。
2. 天災その他の不可抗力により工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、請負人が工事を施工できないと認められるときは、注文者は、工事の全部又は一部の施工を中止させる。この場合において、必要があると認められるときは、注文者と請負人とが協議して、工期又は請負代金額を変更する。
3. 注文者は、前二項の場合において、請負人が工事の続行に備え工事現場を維持し、若しくは作業員、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし、又は請負人に損害を及ぼしたときは、その増加費用を負担し、又はその損害を賠償する。この場合における負担額又は賠償額は、注文者と請負人とが協議して定める。

第 9 条 （請負人の請求による工期の延長）
1. 請負人は、天候の不良等その責めに帰することができない理由その他の正当な理由により工期内に工事を完成することができないときは、注文者に対して、遅滞なくその理由を明らかにした書面をもって工期の延長を求めることができる。この場合における延長日数は、注文者と請負人とが協議して定める。
2. 前項の規定により工期を延長する場合において、必要があると認められるときは、注文者と請負人とが協議して請負代金額を変更する。

第 10 条 （履行遅滞の場合の工期の延長）
請負人の責めに帰するべき理由により工期内に完成することができない場合において、工期経過後相当の期間内に完成する見込みのあるときは、注文者は工期を延長することができる。

第 11 条 （再委託の禁止等）
1. 請負人は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立して機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。
2. 請負人は、注文者の事前の書面による承諾なく、本件工事の全部又は一部を第三者に委託してはならない。
3. 請負人は、再委託先が本契約の各条項を遵守するよう管理監督するとともに、再委託先に対して本契約上の請負人の義務と同等の義務を負わせるものとし、再委託先による業務の実施等一切の行為に関して、請負人が為したものとして、注文者に対し一切の責任を負う。

第 12 条 （検収）
1. 請負人は、工事を完了したときは、設計図書のとおりに実施されていることを確認して、注文者に検査を求め、注文者は、速やかにこれに応じて請負人の立会いのもとに検査を行う。
2. 検査に合格しないときは、請負人は、工期内又は注文者の指定する期間内に、修補し、又は改造して注文者の検査を受ける。
3. 請負人は、工期内又は注文者の指定する期間内に、仮設物の取払い、後片付け等の処置を行う。但し、処置の方法について注文者の指示があるときは、当該指示に従って処置する。
4. 前項の処置が遅れている場合において、催告しても正当な理由がなくなお行われないときは、注文者は、代わってこれを行い、その費用を請負人に請求することができる。

第 13 条 （契約不適合責任）
1. 本件工事に契約不適合があったときは、請負人は、当該契約不適合が請負人の責めに帰すべき事由によるものであるかを問わず、注文者の選択に従い、当該本件工事の無償による修補、代替品の納入若しくは不足分の納入等の方法による履行の追完、代金の全部又は一部の減額若しくは返還その他の必要な措置を講じなければならない。
2. 本条の定めは、本契約の他の規定に基づく損害賠償の請求及び解除権の行使を妨げない。
3. 請負人が契約不適合のある本件工事を注文者に引き渡した場合において、注文者が当該契約不適合を知った時から1年以内にその旨を請負人に通知しないときは、注文者は、当該契約不適合を理由として、第1項に規定する権利を行使することができない。但し、請負人が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りではない。
4. 商法第526条第2項の規定は本契約には適用されないものとする。

第 14 条 （不可抗力による損害）
1. 天災その他自然的又は人為的な事象であって、注文者又は請負人のいずれにもその責めを帰することのできない事由によって、工事の出来形部分、工事仮設物、工事現場に搬入した工事材料、建築設備の機器又は施工用機器について損害が生じたときは、請負人は、事実発生後速やかにその状況を注文者に通知する。
2. 前項の損害について、注文者及び請負人協議して重大なものと認め、かつ、請負人が善良な管理者としての注意をしたと認められるものは、注文者がこれを負担する。
3. 火災保険、建設工事保険その他損害をてん補するものがあるときは、それらの額を前項の注文者の負担額から控除する。

第 15 条 （損害保険）
1. 請負人は、工事中、工事の出来形部分及び工事現場に搬入した工事材料、建築設備の機器等に火災保険又は建設工事保険を付し、注文者の求めがある場合はそれらの証券の写しを注文者に提出する。設計図書に定められたその他の損害保険についても、同様とする。
2. 請負人は、この契約の目的物又は工事材料、建築設備の機器等に前項の規定による保険以外の保険を付したときは、速やかにその旨を注文者に通知する。

第 16 条 （秘密保持）
1. 請負人は、本件工事に関して知り得た注文者の営業上又は技術上その他業務上の一切の情報（以下「秘密情報」という。）を、注文者の事前の書面による承諾なしに、第三者に開示又は漏洩してはならず、また職務の遂行のためにのみ使用するものとし、他の目的に使用してはならないものとする。なお、秘密情報の開示の方法は、書面、口頭、電磁的媒体等その態様を問わない。
2. 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する情報は、本契約における秘密情報には該当しない。
(1) 開示を受けた際、既に公知となっている情報
(2) 開示を受けた際、既に自己が保有していた情報
(3) 開示を受けた後、自己の責によらずに公知となった情報
(4) 正当な権限を有する第三者より守秘義務を負うことなく取得した情報
(5) 注文者から開示された情報を利用することなく独自に開発した情報
3. 第1項の規定にかかわらず、請負人は、次の各号のいずれかに該当する場合には、注文者の書面による承諾なしに、秘密情報を第三者に開示することができる。
(1) 注文者又は注文者の関係会社の役職員又は弁護士、会計士若しくは税理士等に対して、職務の遂行のために必要な範囲で秘密情報を開示する場合。但し、開示を受ける者が少なくとも本条に定める秘密保持義務と同様の秘密保持義務を法令又は契約に基づき負担する場合に限るものとする。
(2) 法令等（金融商品取引所の規則を含む。）の規定に基づき、政府、所轄官庁、規制当局、裁判所又は金融商品取引所により秘密情報の開示を要求又は要請される場合に、合理的に必要な範囲で当該秘密情報を開示するとき。なお、かかる場合、請負人は、注文者に対して、かかる開示の内容を事前に（それが法令等上困難である場合は、開示後可能な限り速やかに）通知しなければならないものとする。

第 17 条 （安全配慮）
1. 請負人は、本件工事の監督及び注文者との連絡のために、別紙仕様書に記載する工事責任者を工事場所に常駐させるものとする。
2. 請負人は、本件工事の施工にあたっては、事故が発生しないように万全の措置を講ずるものとする。なお、請負人又は請負人の使用人の責めに帰すべき事由により第三者が損害を被った場合又は請負人の使用者に傷害事故が発生した場合には、請負人は自らの責任と負担により解決するものとする。

第 18 条 （本契約上の地位等の譲渡禁止）
請負人は、相手方の事前の書面による同意なく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利若しくは義務の全部又は一部を、第三者に譲渡若しくは継承させ、又は担保に供してはならない。

第 19 条 （第三者に及ぼした損害）
1. 本件工事の施工について第三者（この工事に関係する他の工事の請負人等を含む。以下この条において同じ。）に損害を及ぼしたときは、請負人がその損害を負担する。ただし、その損害のうち注文者の責めに帰すべき理由により生じたもの及び工事の施工に伴い通常避けることができない事象により生じたものについては、この限りでない。
2. 前項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、注文者及び請負人が協力してその処理解決に当たる。

第 20 条 （損害賠償請求等）
1. 注文者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして請負人の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。
一　請負人が工期内に工事を完成することができないとき（第９条又は第１０条の規定により工期を変更したときを含む。）。
二　本件工事目的物に契約不適合があるとき。
三　本契約が解除されたとき。
四　前三号に掲げる場合のほか、請負人が債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。
2. [bookmark: _Hlk44591961]前項の場合において、賠償額は、注文者と請負人とが協議して定める。ただし、同項第一号の場合においては、注文者及び請負人間で別途合意しない限り、遅延日数に応じ、本件工事請負代金額の年10パーセントの割合で計算した額とする。

第 21 条 （解除）
1. 注文者又は請負人は、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定めて催告をしたにもかかわらず、相当期間内に、違反が是正されないときは、本契約を解除することができる。但し、その期間を経過した時における本契約の違反が本契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。
2. 注文者又は請負人は、相手方に次の各号に掲げる事由の一が生じたときには、何らの催告なく、直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。但し、当該事由が解除当事者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、当該事由により解除をすることはできないものとする。
(1) 本契約に関し、相手方による重大な違反があったとき
(2) 債務の全部又は一部の履行が不能であるとき又は相手方がその債務の全部又は一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。但し、一部履行不能の場合は当該一部に限り、解除することができるものとする。
(3) 前号の規定にかかわらず、債務の一部の履行が不能である場合又は相手方がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないときは本契約の全部を解除することができるものとする。
(4) 本契約上、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ本契約の目的を達することができない場合において、相手方が履行をしないでその時期を経過したとき
(5) 前各号に掲げる場合のほか、相手方がその債務の履行をせず、催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき
(6) 差押え、仮差押え、仮処分、強制執行、競売、滞納処分の申立、その他公権力の処分を受けたとき
(7) 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始その他法的倒産手続の申立を受け、又はこれらの申立を行ったとき、又は私的整理の開始があったとき
(8) 支払停止、支払不能に陥ったとき
(9) 自ら振出し若しくは裏書した手形・小切手が1度でも不渡りとなったとき
(10) 資本減少、主要な株主又は取締役の変更、事業譲渡、合併、会社分割等の組織再編その他の会社の支配に重要な影響を及ぼす事実が生じたとき
(11) 公序良俗に反する行為、その他相手方の信用、名誉を毀損する等の背信的行為があったとき
(12) 解散し、又は事業を廃止したとき
(13) 信用の失墜又はその資産の重大な変動等により、当事者間の信頼関係が損なわれ、本契約の継続が困難であると認める事態が発生したとき
(14) 代表者が刑事上の訴追を受けたとき、又はその所在が不明になったとき
(15) 監督官庁から事業停止処分、又は事業免許若しくは事業登録の取消処分を受けたとき
3. 前二項に定める解除は、相手方に対する損害賠償の請求を妨げない。

第 22 条 （反社会的勢力の排除）
1. 注文者及び請負人は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。
(1) 自ら又は自らの役員若しくは実質的に経営権を有する者が、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業・団体、総会屋等、社会運動等標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者（以下総称して「反社会的勢力」という。）に該当しないこと
(2) 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有しないこと。
(3) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有しないこと。
(4) 反社会的勢力を利用していると認められる関係を有しないこと。
(5) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有しないこと。
(6) 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないこと。
2. 注文者及び請負人は、自ら又は第三者を利用して次の各号の行為を行わないことを表明し、かつ保証する。
(1) 暴力的な要求行為。
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為。
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為。
(4) 風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為。
(5) その他前各号に準ずる行為。
3. 注文者又は請負人は、自己の責めに帰すべき事由の有無を問わず、相手方が前二項のいずれかに違反したことが判明した場合、相手方に対して何らの催告を要せずして、直ちに本契約を解除することができる。
4. 前項の規定により本契約が解除された場合には、解除された者は、その相手方に対し、解除により相手方が被った損害を賠償するものとする。
5. 第3項の規定により本契約が解除された場合、解除された者は、解除により損害が生じた場合でも、相手方に対し一切の損害賠償請求を行わない。

第 23 条 （契約終了時の措置）
1. 本契約が終了した場合（終了理由の如何を問わない。）であっても、請負人は、注文者の求めがある場合には、注文者又は注文者の指示する者に対して、本件工事の引継ぎ等を行うものとする。
2. 本件工事の完成前に本契約が解除されたときは、注文者は、工事の出来形部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受ける。ただし、その出来形部分が設計図書に適合しない場合は、その引渡しを受けないことができる。
3. 注文者は前項の引渡しを受けたときは、その引渡しを受けた出来形部分及び工事材料に相応する請負代金を請負人に支払う。なお、当該相応する請負代金額については注文者、請負人間で協議して決定する。

第 24 条 （協議）
本契約に定めのない事項が生じた場合及び本契約の内容の解釈に疑義又は相違が生じた場合、注文者及び請負人は、互いに誠意を持って協議し、その解決を図るものとする。

第 25 条 （合意管轄）
本契約に関する当事者間の訴訟の第一審の専属的合意管轄裁判所は、注文者の本店所在地を管轄する地方裁判所とする。

本契約の成立を証するため、本書2通を作成し、本契約当事者双方記名押印の上各1通を保有する。

20●●年●月●日

注文者：住所：東京都新宿区西新宿1-25-1新宿センタービル38階
　　　　会社名：株式会社KACHIAL
　　　　代表取締役：髙橋　幸一郎

請負人：住所：東京都●●区×××1-2-3　▲▲ビル■階
　　　　会社名：●●●●株式会社
　　　　代表●●：■■　■■
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別紙
仕様書

※工事依頼案件毎の仕様・支払い金額等は、案件別見積書を基に甲乙協議により定める。
[bookmark: _GoBack]なお委託者・受託者にて本仕様書を行政機関等へ提出する必要性がある等の事情があれば
記入するものとする。

	工事名
	

	工事内容
	





	工事場所
	

	工事責任者
	

	工期
	20●●年●●月●●日　から
20●●年●●月●●日　まで

	備考欄
	





	工事代金額
	①工事着手時	　　　　金●●万円（消費税別）
⓶工事完成後検査合格時	金●●万円（消費税別）

	工事代金支払期日
	①については●月●日限り
⓶については検査合日の属する月の２５日まで（合格した日が２６日以降であれば当該合格した日の属する月の翌月２５日まで）

	振込口座
	●●銀行●●支店　普通預金口座
口座番号●●
口座名義●●
なお、振込手数料は、注文者の負担とする。
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